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ABSTRACT

The　purpose　of　this　study　is　to　identify　the　current　problem　of　the

responsibility　for　skiers’　accidents　in　regards　to　the　Product　Liability

Law （PLL ）。The　PLL　was　enacted　to　provide　relief　to　the　victims　of

mishaps　caused　by　defective　products　and　has　been　in　effect　in　Japan

from　July　1st　1995。

With　the　new　PLL　in　effect，　there　is　now　a　greater　potential　of　liability

claims　against　the　manufacturers　and　providers　of　ski －　related　products

（e ，　g・，　skis，　ski－bindings ，　sk卜boots ，　skレwear ，　water－proofing　spray ，　etc．）

as　a　result　of　alleged　defects　that　result　m　accidents　and　injury。

Manufacturers　should　make　an　effort　to　supply　safer　ski －　equipment

and　skiing　goods ，　with　special　care　given　to　safe，　fool－proof　design　and

the　availability　of　consumer　－　safety　information。

Especially　for　the　sk卜bindings ，　it　is　necessary　to　take　precaution　to

be　in　harmony　with　the　specification　S－B－B　System 　（ISO　11088），　because

the　work　involved　in　mounting　and　ad］usting　the　ski－　bindings　is　considered

‘processing ’　under　the　terms　of　the　PLLレ

Proper　issuance　of　a　workshop　ticket　is　important　to　certify　that　the

bindings　have　been　properly　mounted　and　adjusted　by　a　certified　techni－

cian ．　A　release　agreement　could　also　be　made　available　to　consumers
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to　serve　as　a　statement　of　the　risks　inherent　in　skiing，　and　this　would　help

to　eliminate　as　participants　those　persons　not　prepared　to　assume　due

risk．　Whether　or　not　the　valid　and　complete　the　documents　concerning

the　setting　value　of　the　ski　bindings　should　be　considered　when　reviewing

an 　organization ’s　overall　risk　management　program ．

要　　 旨

スキー靴，スキーウェア， サングラスなど様々

なスキー用品が製造物責任法（PL 法） と関 わる

可能性がある．メーカーは極力安全な用具の提供

に努める必要がある．とくにビy ディングに関し

ては，調整等の作業がPL 法の 丁加工」に該当 す

ることから，　ISO の規格に従う調整が重要となる．

正確な調整作業を示す記録は，事故 に際し調整者

の責任を回避するために有効である．安全に関す

る十分な情報提供や説明表示がなされない場合，

警告等の欠陥を問われることも考えられ，製造メー

カーだけではなく販売店やレンタル店等の責任 も

問題になる．

同意書に関しては，決して訴訟の危険から販売

店等を保証するものではないが， アメ リカ，カナ

ダにおいては，正しい手続きを踏 み作成された同

意書 は法的にも効果があるとの判断がなされてい

る．法制度が異なるとはいえ，わが国 においても

事故の訴訟に備えて記録の保存と正当な手続 きに

よる同意書の活用について検討する必要がある．

1．は じ め に

1995年7 月1 日より， わが国において製造物

責任法が施行された．いわゆるPL 法と呼ばれる

この法律は， 英語の「Product」（製造物） と

「Liability」（責任） の頭文字をとったもので

「製造物責任」と訳されるものである．製造物責

任（PL ）法は，欠陥製品による事故から被害者

を救済することを目的としたものであり，身近な

製品と関わってくることから今後のわが国におけ
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る社会生活において大きな影響を与えるものであ

る．

アメリカでは，　1963年のGreeman 対Yuba

Power　Product 事件を契機として，製品に欠陥

があればメーカーは責任を負うべきとする厳格責

任 （S 七ri（北Liability　） の考え方 が 導入 さ れ

た91　pL 法 は，現在ではアメリカをはじめ

EU 諸国など約30ヵ国がすでに施行段階 に入って

おり气 わが国での制定は消費者保護とともに国

際的調和という面からの要望，企業の自己責任原

則の確立という背景もある．

アメリカでは，　1990年の連邦裁判所における人

身傷害のPL 訴訟件数だけで18，839件（内訳：ア

スベスト13，809件，自動車589件，航空機191件，

船舶277件，その他3，973件）にものぼ り25）， 連邦

裁判所以外の裁判所ではまとまった統計はないが，

毎年十数万件ないし数十万件の製造物責任の訴訟

が提起され，倒産する企業も続発しているといわ

れている气80 万人を越える弁護士の数24）と成功

報酬制，陪審制度，懲罰的損害賠償等アメリカ特

有の裁判制度が訴訟社会，訴訟爆発という状況を

生んでいる．わが国では，弁護士の数が1995年7

月1 日現在で15，641人20）であり，これまでの製造

物責任に関する訴訟は薬害，公害，自動車や家電

製品によるものが主で，その判決は1945年以降の

50年間で187件lo）ときわめて少ない． 従来から製

造物責任の紛争は，メーカーと個人による交渉や

消費者センターなどを通じて相談，示談になって

いたためと考えられるが，今後はPL 法により国

民の権利意識が高まり，訴訟による解決も増加す

ることが考えられる．
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国民生活審議会消費者政策部会最終報告（1994

年12 月3 日）9）は，現状の司法制度 の下で はア メ

リカのように訴訟社会に陥ることは考え られない

が，「製造物責任危機」ともいえ るような状況 に

陥らないよう十分注意していく必要がある，とし

ている．

スポーツ活動中に発生する事故においても用具

等はPL 法と大きく関わる．製造物責任に関す る

アメリカのスポーツ事故の訴訟は，アメリカンフッ

トボールのヘルメットやト ランポリンの欠陥を問

題にした例をはじめ多 くの訴訟 が提起 されてい

る1．　22・气 わが国において， スポ ーツ中 の事故で

製造物 に関する責任が民法で問われたものとして

は， バド ミント ンの柄が抜けて幼児が負傷し，販

売業者 の責任が問 われた事件（1979 年大阪 高裁

判決）气　自転車で走行中ハ ンド ルが破断し， 男

性が傷害を負いメーカーの責任 が問われた事件

（1994 年東京地裁判決）气 遊具用のそりに乗 って

いた女性がブレーキがきかずに障害物に衝突し負

傷した事件で，販売業者等の責任を訴えたが請求

棄却された事件（1991 年名古屋高裁金沢支部判決

）3）などごく少数である．

ニスポーツにはいかに最大限に安全に配慮しても，

避けることのできない不可避的な本質的危険があ

り， スポーツに参加する者はこの危険性に積極的

に挑戦し， そこ にスポーツに参加する意義 があ

る7）と考えられる． しかしス ポーツ用具 の欠陥

が関係する事故に関しては，製造物責任の問題と

して把握でき，競技する者に用具の使い方や性質

を十分に知らせ る必要があり，用具に関する指示・

警告上の欠陥 も問題になる゛ と捉えられる．

わが国 におけるスキーは， スキ ー参 加 人 口 が

1994 年には1．670万人 にものぼり气　国民 の代表

的スポーツであり， かつ世界的にみても スキー

の約3 割を消費する大消費国である11） しかし，

反面事故も多 く， 訴訟などのト ラブ ルも増えて

いる211气　 スキ ースポ ー ツの もっ 本 質 的 危 険

（inherent　risk）と用具の使用 に関 しては密接 に

関係し， 用具の使い方 によって は危険 な状況 も

生 じるj　ス ポ ー ツ用 品 等 のメ ーカーは，IPLP

（Product　Liability　Prevention 製 造物責任予防）

とよばれる製造物責 任法への対応策 として，　PS

（Product　Safety 製品安全） とPLD （Product

Liability　Defence製造物責任防御） からなる対

策を検討 し，自社の製品に対する安全性，品質の

向上，警告ラベルの表示，あるい は訴訟やクレー

ムに対する防御の対策に苦慮している．

本来，PL 法はメーカーの存続を脅 かす目的で

はなく，安心した製品の利用がで きる社会，国民

経済の健全な発展に寄与することをも目的として

おり，製品の安全吐の向上，被害者救済の保証，

国際的公平という大きなメリット もある．実際，

スキー用品は輸入品の占める割合が高いが，同じ

製品を使用している外国の被害者 は賠償を受ける

ことができ， わが国の被害者は受 けられないとい

うことは公平ではない．．

本研究 では， スキーヤの事故 とPL 法との関連

について，わが国における現状での問題点につい

て概観し，アメリカ，カナダの事例を もとに検討

するものである．

2 ．製造物責任法の概略

従来，製品の欠陥が原因で消費 者がけがをした

り財産的損害を受 けた場合，メ ーカーなどに損害

賠償を求 めるためには主 に民法第709 条の不法行

為責任で扱われ，被害者側にはメーカー側に過失

があったことを証明することが求 められた．これ

は被害者側が，メーカー側には製品が事故を起こ

すことを予見できたのにそれを放置したままで発

売に至った，という不法行為の過失を立証しなけ

ればならず，消費者にとっては難 題であった．こ

の過失責任主義の考え方から，PL 法で は製品の

欠陥が原因で消費者が被害に遭った場合，メーカー

は過失がなくても損害賠償責任を負 うものとする
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無過失責任の考え方に代わった．製品の責任要件

を「過失」から「欠陥」に改め，被害者を救済し

やすくするというものである．

製造物責任法でいう製造物とは，製造または加

工された動産であり，製造，輸入，加工，表示販

売業者が賠償責任 の主体である．欠陥とは，製造

物の表示などを含 み，通常予見される使用形態，

および引き渡し時期に製品について安全吐を備え

ていない ものである．損害賠償の制限期間として，

被害者が賠償義務者を知ったときから3 年，製品

流通時から10年を経過したものについては時効と

している．具体的な立証責任は，損害があ ったこ

と，製品の欠陥，損害と欠陥の因果関係の三項目

である．

欠陥の判定の基準 には，①製品が消費者の通常

期待する安全性を欠 く場合をいう「消費者期待基

準」と②製品が製造者の設定した品質や政府等が

定める製品基準から逸脱した場合をいう「標準逸

脱基準」，③製品のもつ効用と危険を比 べ， なお

危険が効用を上回 る場合をいう「危険効用基準」

がある6・　9）． 従来は②の「標準逸脱基準」 の考え

方が一般的であ ったが，PL 法において は① の

厂消費者期待基準」の考え方が中心となってくる．

③の「危険効用基準」は副作用などの危険を消費

者に警告することが重要となる6）．

製造物責枉法は，製造物の欠陥によって生じる

責任のあり方を基本的に改めるものであることか

ら，施行に当たっては，欠陥の存在，欠陥と損害

との因果関係等 について，被害者 の立証負担の軽

減を図るため公平かつ中立的な検査機関等の検査

整備，被害の迅速かつ簡便な救済を図る裁判外の

紛争処理体制の整備などの附帯決議を衆参両院で

行い，適切な措置を講ずるべきとしている．実際，

スポーツ用品の販売に関して は消費者の苦情を聞

き， メーカーとの間に立ち紛争処理にあたる裁判

外紛争処理機関の設置がすすめられ， また製品安

全協会のSG マークを表示する対応や，PL 保険
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に加入するなどの対応がなされている。

65

3 。わが国における製造物等が関わる スキーヤー

の事故被害事例

スキー中に発生する事故の原因と傷 害は多種多

様である． 全国 スキ ー安全対策協議会 による調

査゛で は， スキ ーヤ ーの傷 害の原因 と して自分

で転倒75％， スキーヤー同士の衝突17 ％，障害物

と衝突3 ％， スノーボードとの衝突1 ％， その他

4 ％を挙げているが，用具が原因で傷 害に至った

ものについての実数 は把握していない． しかし，

用具が関与するスキーヤーの傷害 は， 転倒し た

スキ ーヤーが後続の スキー ヤー に衝突 さ れエッ

ジで頸動脈を切り死亡する事故（1993 年1 月福島

県戸 や，リフト降車の際にリュックが搬器に引っ

かかり脱索し， 他の乗客が負傷（1994 年2 月福井

県）5）する事故など，重大な結果の もの から軽 微

な傷害に至るまで毎年全国で頻発して いるものと

推察 される．

3 ．1　国民生活センターの危害情報

国民生活センター12）によると，　1991年 から1994

年10 月末までに全国の消費者 センターと協力病院

，から， スキー用品に関する危害情報が530 件寄 せ

られている．その中でのけがの内訳は，擦過傷・

挫傷・打撲傷32 ％，骨折23 ％，脱臼・捻挫23 ％，

筋・腱・血管の損傷17 ％，刺傷・切傷4 ％，その

他のけが1 ％である． この他にけがを しなかった

もののその危険性があったものとして69 件の危害

情報がある．

これらの危害情報 の中で国民生活セ ンターがス

キー用具の危険性を公開したものとして，つぎの

4 つの実例をあげている．

①スキー帽の流 れ止め；滑走中に転 倒した際，

帽子の流れ止 めが後頭部に刺さり傷害 を負 った例

で，金属製 クリップの四方が鋭角にな っていた危

険性を指摘　 ②ビンディング；滑走中 に転倒した

際，無理な姿勢になったにも関わらず ビンディン
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グが外れなかったため左足を骨折した例で，ビン

ディングの調整の危険性を指摘　③サングラス；

女性スキーヤーが滑走中に転倒した際，サングラ

スのフレームの鼻パッド部分が転倒の衝撃で眉間

に刺さり，眉間が縦lcm の八の字型に切れ，卜数

針縫合する傷害を負った例でi 鼻パッド部の高く

突き出たデザインの危険性を指摘：④スキー靴；

滑走中に転倒した際，右スキー靴が足首から割れ

てバラバラになり捻挫した例で，スキー靴の劣化

の危険性を指摘に　　　　　　　　卜　 ∧　　：

①のスキー帽の流れ止め（図1 ）については，二

図1　 スキー帽の流れ止め

輸入品を含め多数種類が販売されているが， スキュ

は転倒しやす いという特性を考え，転倒して頭部

に接触したレとしても傷害を与えないよう鋭角部分

を緩やかにするなどデザインの改善等がメーカ ー

iと求められる．また身近に使用する小物やウエ・ア

のフ ナスナ ーなどについて も同様の配慮が求めら

れる　②の ビンディングについては後節で詳しく

述べる　 ③のサングラスに関してはスキーを行う

際ほぼ同じ態様厂目的で使用されるゴーグルには

レンズ面の耐衝撃性や人体に障害を与える恐れが

ある鋭角や凹凸 などがないことといった，質や構

造などにつ いてJIS 規格で厳しく安全基準を設け

ているのに対し，スキーサングラスについての安

全基準 はま ったくなく，野放しということは問題

があると国 民生活 センターは指摘している14t

しかしな がら，厳しい基準を設けたとして も場

合によって は傷害が発生することがあり，基準は

傷害を防止 するものではないことをスキーヤーお

よびメーカ ーは理解する必要があるだろう．図2

には，転倒 してゴーグルのレンズが割れて顔面を

図2 転倒して割れたゴーグルのレンズ

で顔面を負傷したスキーヤー　ニ

約3dn 切 うた スキ ーヤーの例を示 し た。 コ；………

④ のス キー靴 の劣化 によ り割れ る事 故 （図3 ）

につい て は， スキ ー靴 や登山 靴の使 用中 に割 れる

とい う被 害が冬 山 の低 温状態 で発生 す れば重大 な

事故 となる可能 性 が高 い。国民生活 センタニで は，

事故を重 視 し一 般消費 者 に警 告を与 え るとと もに

東京都生 活文化局 において√プラ ズチ寸 夕製 スキー

靴 の安全 性 に関 す る調査 ゛ を 行う た。プ………………………

調 査セ は破 損事故を 起 こした靴 の大 部 分が1986

年以 前に製 造さ れた エステル系 ポリウレタン製で，

ポリウ レタンが水 分を吸 って化学変 化を 起 こすこ

と√ 現在市 販さ れてい るエ ステル系 ポ リウレ タン

製 ス キ一靴 は， 加 水分解 の影響を 生 じに くくな っ

て いる ことが確認 さ れたが，長 期間 使用す ると加

水 分解等 によ る劣化 は避 け られない こと等 が明 ら

かにな り，　1994 年12 月 に調査結果 を 発表 したご 通

産 省 や日 本 スポー・ツ用品 輸入 協会 など業 界団 体 に

対 して は， 破損事 故 の未 然防 止措 置と安全 基準 の

強 化，プ ラ スチッ ク性 スキー靴 等 の素材お よび製

造時期を 消費者 に分 かりや すく表示 す ることなど

図3　 割れたスキー靴と登山靴

（国民生活センター所蔵）
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について求 めたよ日本スポJ ツ用品輸入協会 スキー

靴部会では， スキー靴の警告ポスターの配布やス

キー靴の取扱い説明書で「ブーツ本体や部材が経

年変化 しレ5 年程度で本体強度が低下する場合 が

あり ますので，その後のご使用にはご注意して下

さい．ノ（使用 される素材によって は異なる場合 が

あります）」 として，使用前後の点 検や保管方 法

にう いて注意を喚起する策を取った．

－ま糺∠国民生活センターは，危害情報としで ス

キニウ亠ア の防水 スプレイによる中毒の危険性に

う いても取り上げているお9／防水 スプレ イによ

る中毒事件 は，成分のフ ツ素樹脂成分か肺 の深部

に送り込ま れた結果，呼吸困難等が現れる毒性作

用で√1992 年以降重度の中毒事故が多数発生し，

日本中毒情報 センターには，93 年1 月～3 月 に

87件，　’93年4 月～・j94年3 月に144件（207 名）卜 の

危害情報が寄せられR ，　1994年11 月に死亡事故 も

報じられた气 そして，厚生省は危険性 の高い防

水 スプレイ の商品名と対応先を公表し，防水スプ

レ孑を使用 する際には必ず屋外で使用することを

注意する一 方， メーカーでは，回収√返金などの

対策を講じた． なかには「危険性のある商品」 と

して，いったん発売元から返品されたスプレイを

一部製造元 のメーカーが自社名のシールを張り直

し再出荷を したため， その商品を購入した3 人 が

呼吸困難な どの中毒になる事故が発生し气　メ ー

ガニのモ多ごルを失墜させる事件も起きた．防水 ズ

プレイ事故 では，製造時に成分の危険性が予測で

きなかったのか，危険表示が十分であったかなど，

PL 法施行 に当たり多 くの問題を提起 し，問題 を

明確にしな いまま製品化することは，製造業者の

損失を予想以 上に大きなものにすること等を示し

たレ　　 ：

以上のよ うな例をみると， スキーヤーの事故に

関し， スキ ー関連の用品等の欠陥が関与する例が

少なくない こと． スキーヤーの身近な製品 の危険

な一端が認 識できる．　　　 ト
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従来は，製造メーカーに過失はなかったと主張

すれば大半の場合，責任を問われることはなかっ

た，卜 しかし，PL 法施行後は， このよ うな事故 は

これまで以上に表面化し，厳しい責任が追究され

る．メーカーあるいは小売り販売店等には，より

安全な製品を消費者に提供する責任が求められる

ことになる． ・・・．・
・　　　
・　・．・・　　　・・ ．

3 ．2∧　スキー関連用品のリスクの洗い出し

より安全な製品を スキj－ヤーに提供するために

は， スキーヤ寸：の使用環境，使用方法から誤使用

まで想定した製品を考えなければjな〕らない．その

ために想定され希レリjズクをi 過去しに発生した事例

を検討するな胄 しで洗い出すごとが必要になる．

スキーヤーが使用する用具にう い七考えると， ス

キー用途専用砲製造されたもめを使用する場合と，

スキー以外の活動用化製造されたものをスキー活

動に兼用して使用する場合とが考えられる．前者

の場合， スキーの持う本質的危険を合めスキニで

滑走する以外の場面にう いても想定し√その安全

性をも検討されなければならない二後者の場弥 ノ

スギーを行う環境 が寒冷地であること，滑りやす

い雪の上での活動 であること，転倒の可能性が高

いことなどの危険 について も考慮されるべきであ

る．　　　し　　　　　 ＼　　 レ レ　ト

スキーウ沚アを例に考えてみると，スキーウェ

ア上着の腰部分を絞るための ひもが，環状 または

長すぎる状態プ（図4 ）であると，突起物等 に引っ

かかる危険性がある．ノリプトに搭乗した滕に搬器

図4 ニスキーウごア上着の腰部を絞るひも

气 体側Iで絞る型と正面で絞る型）
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の一部に引づかかる，あるいは自身のストヅクと

絡んだりすることにより，降車の際などにリフト

脱索め危険が生じたりすることが考えられ甚大な

被害も予想される．腰部を絞るひもは，表面に露

出しないデザインにするなどの検討が必要であろ

うレ　　 レニ

また，スキーウェアのフード（図5 ）では，滑

圀5 レスキーウ．エアのフード

未使用時と使用時

走中にフードを使用すると視界を狭め， 周囲 の音

を聞こえ難く し，側方から来る戈キーヤー等との

衝突 の危険性を高めることが考えられる。 スキー

ヤニ同士 の衝 突事故の場合，衝突の原因は視界を

狭めるフード のデザインであったとしてウェアメー

カーが訴えら れる可能性 もあり得る。対策として

は，滑走中の フードの使用は視界および聴力を制

限することの あることを注意し，滑走に際しては

使用しないよ うな警告表示を施す，あるいはフー

ドのないデザ インに変更するなど，防寒用途とファッ

ション性比つ いて危険効用基準を関連させて検討

することが必 要であろう。　　　　 ‥　　ト

スキー以外 の活動用に製造されたウェアをスキー

に使用する場 合，表面を滑りやすい材質でコーティ

ングしている ジャンパー等では転倒して滑落の危

険があるため， スキー滑降時。・にぱ着用しない旨の

注意が必要で あろうレ また，はら水加工を施した

スキーウェア では，……そめ効果が低下した場合につ

いて取扱い説 明書に 厂表面のはっ水が使用により

低下した場合 は市販の防水剤をご使用下さい」 と

いう注意表示 を付して販売しているものがあるが，

これは根本的には解決されていない防水 スプレイ

の使用を勧める表現であり，防水スプレイによる

ズキーヤユの中毒の危険を助長しないために， た

とえばクリーニング店等で防水加工を行うことを

勧める内容に改めるなどの検討 も必要であろう．

日常生活の使用では支障ないが↓……スキー活動時

に使用すると危険があるものとしてピアスやイヤ

リングなどのアクセサリーがあるレ ピアスは寒冷

の環境下で装着していると，装着部付近の体温が

著しく低下し，凍傷を起こしやすくなり注意が必

要である二 実際にピずスの販売に際し「サウナ等

高温の場所やスキー場等極寒地では火傷，卜凍傷の

原因となりますのでご使用をお止めください士と

いう注意表示をして販売されているものもあるレ

警告（注意）表示 は十分な安全対策を施してな

お残った危険を知 らせ るものであって√構造上，二

製造上， 技術上の欠陥そ のものを補うものではな

ぐ，商品の十分な情報を提供し√消費者の責任で

選択する・もの6）であ 肌レズギニ ヤ．・二の意志 によ

る行為が介在して事故が発生する場合であ・らでも，

想定可能な行為で危険発生の確率が高いと考えら

れる場合にはメーカ＝として注意，警告を行うべ

きであろう．　　　　　　し ＝　＼

4 ／ビンディン グの調整の責任

ビ ンデしfング は国 民生 活 セン タ ーの危害 情

報12・　！5）としても取り上げられるなど√被害，苦情

の数が多 く・，一二T メリカにおいでは最もクレームの

問題が多 いスキー用具である二。卜＝・　　　ト　　　 ト

わが国においてはビンディングの取り付け，調

整作業が製造物責任法の「加工」に該当すること

から，こ・の作業を行う販売店やレンタル店におい

てはPL 法上の責任主体となり，取り付け， 調整

の欠陥から消費者が傷害を負 った場合には損害賠

償の責任を問 われると考えられるL‥ ‥＝‥‥‥ ‥，

＝4＝J　ISO の基準とアメリカにおける調整方法

本来 スキーのビンディングは，スキこ靴とスキー
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を保持する一方，負荷が加わったときに解放され

る機能を備えている． スキーヤーが捻挫や骨折を

する寸前に解放することが望ましい訳であり，解

放 の強度の調整については，従来DIN 　（Deutsche

Industrie－Norm ドイッエ業 規格）により基準が

示されていたが，　1993年12月 にISO 　（International

Organization　for　Standardization 国際標準 化

機構）においてアルペン用スキー・ビンディング・

ブーツ（S－B－B）システムの組み立て，調整およ

び検査についての規格「‾IS0　11088」 が成立して

いる．ISO の基準では，解放値の決定方法にはス

キーヤーの体重を利用する（Weight　method ）と

脛骨の太さを利用する方法（Tibial　width　method）

の2 つの方法があり，一般的にはWeight　method

が簡便なため広く利用されている．

Weight　method による解放値の決定は，スキー

ヤーの体重，身長， スキー技能， スキーブーツ底

の長さおよび年齢のデータから調整表（スキーヤー

の体重による解放値 の選択）をもとに算出される．

0．75から11．5の間で数値が大きいほど強い負荷が

かかっても解放されないことを示しており，各メー

カーのビンディングはその基準に適応させている．

ビンディングの取り付け，調整に関しては，個々

の客の体格等に適応した数値に調整することが，

スキーヤーの傷害を防止するために重要であり，

欧米をはじめ世界の共通認識となっている．

わが国においても，　ISO の規格どおりに諸外国

の調整作業と同様な調整を行うことが当然求めら

れる．とくにこれはPL 法の免責事由第4 条2 項

にある製造業者の指示に従ったことにより， 傷害

が発生した場合には賠償の責に任じないとする条

項にも関連して，　ISO の規格に従い調整を行うこ

とにより， 販売店， レンタル店の調整者は責任を

免れることになり重要である．

アメリカでは，　1970年代と1980年代なかばに製

造物責任危機という状況もあり， スキーヤーが転

倒して傷害を負った事故で，ビンディングの調整
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が不十分であったとして販売店やレンタル業者に

対して多額の損害賠償が求められる訴訟事件が多

発した1・　4）．

たとえば，レンタルスキーで滑走中に転倒して

膝を負傷した事故では，スキー場のレンタル部門

の従業員が不適当にビンディングを調整したため

に，転倒した際にビンディングが解放されなくて

けがをしたとして，負傷したスキーヤーがスキー

場会社に37万ドルの損害賠償を求める訴えを起こ

したのに対し，被告のスキー場側はビンディング

は正しく調整しており，もし不適当に調整されて

いたとしても膝のけがを防ぐビンディングはなく，

原告自身に相当の過失があったと反論，結局判決

ではスキー場会社側に過失があったことを認める

一方，原告のスキーヤー本人にも40パーセントの

過失があったとして，会社側に22万ドルの損害賠

償の支払いを命じた．　（Cables　v．　Zemel　Brothers

Inc．，毒143561，　October，　1981．　New　Haven

CT ．）

また，大学のスキー授業に大学側か貸し出した

スキーを使用して，受講した女性が転倒してビン

ディングが外れなくて脚を負傷した事件では，女

性が大学側に対し17，500ドルの損害賠償を求め，

裁判所はビンディングの調整を怠ったことが事故

の最大の原因だとして，大学の過失を75％，本人

の過失を25％とし，　14，700ドル余の賠償を大学に

命じた（Meese　v．　Brigham　Young　University，

639　P．2　d　720　・Utah，　1981）．

このようなビンディングの調整に関わるトラブ

ルや訴訟が続発したことから，スキーの販売や貸

出の方法について，いかに販売店およびレンタル

店の責任が回避されつつ，スキーヤーの安全を確

保できるかという方向から改善が度夐ねられた．

現在，スキーヤーがスキーを購入，あるいは借

りる場合，書類にスキーヤーの必要事項（体重，

身長，技能レベル，スキー靴底の長さ，年齢等）

を記入し，スキー靴およびスキーを装着させて
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図6　 アメリカのレンタルスキーの

ダ　 ビソデ彳ング調整の様子

（ 図6 ）√ 係 員 が 調 整 表 を 確 認 し ，ニ ス キ ニ ヤ ー に 実

際 に ビ ン・デ ィ ン グ が そ め と お り 調 整 さ れ て い る か

を 確 認 さ せ て ， そ の 書 類 に 解 放 値 の 数 値 の 記 入 ，二∧

係 員 と 戈 キ ー ヤ ー 双 方 の サ イ ン が 記 さ れ る と い う

シ・ス テ ム が と ら れ て い る18 ）． こ の よ う に す る こ と

気 ＼ 戈 キ 一 販 売 店 や レ ン タ ル 店 は ， 正 確 に 調 整 を

行 う た と い う こ と の 証 拠 が 残 さ れ る こ と に な る ∠

そ の だ め・，……た と え ビ ン デ ィ ン グ が 解 放 し な く て 傷

害 を 負 っ た ス キ ー ヤ ー か ら 販 売 店 等 に 訴 え が な き

れ た と し で も ， 調 整 に 関 し て の 責 任 か ら は 回 避 さ

れ る よ う に 考 え ら れ て い る レ ま た ， そ の 書 類 に は

免 責 同 意 書 が 付 さ れ で お り ， ス キ ー の 本 質 的 危 険

や ピ ン デj シ グ め 性 能 の 限 界 が 掲 載 さ れ 七 お り ，

転 倒 等 し て 傷 害 を 負 っ て も ， 業 者 に は 責 任 が な い

こ と が 明 記 さ れ ， 免 責 対 策 が と ら れ で い る ．

ダ ズ ギ ニ ヤ ー に 対 し て は ， ビ ン デ ィ ン グ の 操 作 と

機 能 の 限 界 に 関 し て 基 本 的 な こ と が 示 さ れ ， 事 故

の 責 任 の 範 囲 が 明 確 に さ れ て い る ． こ れ ら の 書 類

は √ そ れ ぞ れ の 店 に よ っ て 書 式 は 異 な り ， 売 上 伝

票 と 兼 ね た も の な ど も あ る ． 一 般 に2 枚 の 複 写 式

と な っ て お り ， 一 枚 が ス キ ー ヤ ー 用 ， 残 り が 店 用

鸚 ＝店 用 の 書 類 は 法 定 期 間 の 保 管 が 義 務 付 け ら れ

て い る ．＝‥ ‥‥　　 ：　　　・．　　　　　　　　　　　 ・．　．・　　　・j

／4 こ．2 レ わ が 国 に お け る ビ ン デ ィ ン グ の 調 整 方

・
・

・
．・．．　　・法　 ・．　　　　　　　　　　　　　

．　’　　
犬　 十

日 本 国 内 に お い て ’94／　’95 シ ー ズ ン ま で は ， 解

放 値 等 の 調 整 は ス キ ー ヤ ー 個 人 の 責 任 で 調 整 ず る

こ とが 求め られて いた状況 であ るレ スキー販売店，

レン タル店 においては，ズキニヤーの体重等 のデー

タに合 わせて ビ ンデ ィン グを厳密に調整して販売，

貸 し出す というシステ ムは一般に行 われていなかっ

た呷卜 しかし，PL 法の 施行 に伴 い， ’95／’96シ ー

ズ ンより4　日本 ス ポーツ用品 輸入 協会 のビ シディ

ン グ部会 で は， 取 り：付 け時 に 「り ー ク シ 」ツプ

チケ ット」 を導入 して作業 確認 を行 うと とも 比√‥

ISO 　11088に準拠 す るS －B－B 認定 整 備 技術 者 を

選定 ・登録 す る制 度 を始 めだ．……… ：　　……………

寸 ワーク ジョ：ツプヂ ゲ ット」 へ の記 入 事 項 は，

ビ ンデ ィ ング購入 者 の ①氏名 岼住所：②身 長， 体

重， 年齢，＞スギ ーブニ ヅ底 の長 さ等 ③ 取 り付 け

製 品 のモデ ル名 ④解 放強 度初 期算 出 値， 最終 設

定値 （左 右／ トウ・ ヒ ール） ⑤作業 者√認 定整備

技術者 の署名√ 日付 ⑥同 意書 に同 意 し た こど の

署名，‥日付等 があ る∠　　　　 ＼……… ：．卜．　’J…… ……

裏面 に同意 書が印 刷さ れてお りレ， その記載事項

は6 項 目で＝，製 品 に関す 芯理解，ダ自身 の体格等 の

デ・一タ：と設定 さ れた解放 強度 の目盛 りが一致 して

い ること，＼ズキニ は危険 な ズポ ユヅセあり製品 の

使 用に は危険 が伴 うこ と・，jビ ンデ ィ ングはあらゆ

る状 況下 で解放 する もので はなく√使用 者 の安全

を保証す る もので はない こと√傷害 が発生 した場

合， 販売 店等 の責 任 は問 わない ごと√など の事項

が記載 されで いるレ……く ］…………… ：し　 ：……………

4 プ3　 ピンデj ングによ る 事 故 で スキ ー ヤ ー

…… … ………の訴え が退 けら れた裁判例 ……………＝・……

J アメ リカ・・にお け る・スキービ ンデjイン クに関連 す

る判例 は， 前 述 の ご ど く多 ぐ の判 例 が あ るが，：

PL 法 に関 連 しで メニカ ニお よ びレ ン＼タ ル店 め責

任 を求 め ために対 し，ペスキ ーヤーの訴 えが退け ら

れた例にう いで みる・． ‥　‥‥　 ‥‥‥‥‥ 卜 卜・．万．

1 ） 原告 パ ーソ ンズ対被 告 ザロモ ン・ノ ニス∧・

アメ リカ株 式 会 社 （1990 年1 月18 日 カ リ フ ォル

ニ ア州 訴訟 裁 判 所 判 決 ）（Persons 圦Sa10mon

Notth　America ，　Inc．　217　Cal，　AIうp．　3rd　168　；
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265　Cal．　Rptr．　773　Jan．　1990．）　1981年1 月，

原告の女性が，マンモス・マウンテンスキー場の

スキーレンタル店のコーニース（Cornice ） 社 で

ザロモン社製444 ビンディングが付い た180　cm　の

スキーを借りた．彼女はそのスキーに持参した自

分愛用のフォーミュラ（Formula ） スキー靴を装

着し， レンタル店は彼女の身長，体重， スキー技

能をもとにビンディングを講整 した． そして彼女

はスキー場を滑走中に転倒した際， ビンディング

が外れず膝を負傷したレ6 ヵ月間 ギブスを装着し

リハビリと手術を重ねたが，彼女の左足 は60％し

か機能回復しなかった．

原告の女性側の専門家は， ザ ロモ ン社製造の

444ビンディングは未処理の熱可塑 性の スキー靴

（untreated　thermoplastic　ski　boots） と併用す

るとうまく解放しないため， そのビンディングは

設計上欠陥があるとし，そのことを スキー購入者

やレンタルを借りる者に十分に伝えていなかった

と主張した．これに対し，被告側の専門家 はザロ

モン社製444 ビンディングは欠陥製 品ではな く，

原告が使用したブ ーツこそ未処理で標準的ブーツ

でなく欠陥品だと反論した．被告のザロモン社は

事前にレンタル店のコーニース社に未処理のスキー

ブーツとの併用には問題があること，それに熱可

塑性のスキーブーツの見分け方を伝達指導してい

た事実を提示した． また，ザロモン社側は，末端

の消費者（ スキーユーザ）に警告することはあま

り効果的ではなく，実際現場でビンディングの調

整に携わっているスキーショップの技師に，商品

の必要な情報を伝える方がかえ って効果的で適切

な判断であったと主張した．陪審員 は被告の主張

を支持し，製造会社は末端のサプライヤーに警告

の義務を肩替わりさせることを認める判決を下し，

原告の損害賠償の請求を棄却した．

（この判決の前に，原告はレンタル店のコーニー

ス社と，原告がスキーブーツを購入した店のユナ

イテッド・マーチャンダイズ社と和解をしている）
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この判例では，消費者に警告を与え ることに関

して販売店等の責任の大きいことが示 された． 消

費者には知識の不十分な顧客が多く， 用具の安全

性，選択に関しては販売業者が担うこ とが効果的

との判断であり，消費者に対して十分 な説明がな

されていないために被害が発生した場 合， 販売業

者等にいわゆる注意・警告上の欠陥を問 われるこ

とを示している．またメーカーから販 売業者等に

対する指示が的確であれば， メーカーの責任は回

避されることを示した．なお，現在で はスキT 靴

に関してはISO またはDIN 規格に適 応した もの

を使用するよう明言されている．

2 ） 原告ト ーマス・ マーフィー対 被告チェ ス

ナット・ マウンテン・ロッジ株式会 社（1984 年

5 月25 日 イリノイ州 フック郡巡回 裁 判所判決）

（Thomas　MURPHY ，　Plaintif卜Appellant　v ．

chestnut　mountain　lodge ，　inc。an　Illinois

corporation ，　Defendant　－　Appellee．　Ⅲinois

Appellate　Court ．　No．　83－1298．　May　25 ，　1984．

Appeal　from　the　Circuit　Court　of　Cook

Country ．　Wexler，　J．　Affirmed ．）

原告 は1975年冬， チェスナット・マ ウンテ ン・

ロッジ社でレンタルスキーとスキー靴 を借りた．

原告がスキーは初めてであると告げたが，ビンディ

ングの調整に関する指導はなかった．原告はスキー

を借りて三日目に中級者コースを滑走中転倒して

骨折をした．原告は，事故はビンディ ングが解放

さ れなかったために起こったとしてスキーを レン

タルしたチェスナット・マウンテ ン・ ロッジ社を

訴えた．裁判では被告の会社の過失責任が問われ，

厳格責任法理の適応により原告の訴え が認められ

た． しかし，被告は審理に不手際があ ったとして

再審を要求．それが認められ再審では，被告側が

①初心者には初心者コースしか勧 め ないこと②

スキーのビンディングは転倒のたびに解放される

とは限らないと警告されていること ③もしスキー

の調整が合 っていないと感 じたときは， レンタル
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店 にスキーを返却することを促してい ること ④

すべてのビ ンディングはメーカーの基準に沿う形

で十分な調整がなされていること ⑤ スキーパト

ロールの証言として事故後， スキー， ビンディン

グに不備がなかったこと，を提示した．

そのため再審理では，ビンディングに摩擦防止

の装置が取り付けてあったか，その有無や装置の

性能と原告の事故との因果関係が問題 になった．

事故が起こった1970 年代中頃は， スキー産業界が

様々な摩擦防止装置を開発していた時期で，十分

機能し，実用的な装置は当時は市場にはまだあま

り出回っておらず，安全基準に照らし合わせても，

ビンディングの摩擦防止装置の有無が事故の要因

とは断定できなく，被告にそのことによる厳格責

任は悶えないとする被告側の専門家の証言が認め

られ，原告の訴えは退けられた．

この判例では，レ ンタルスキーに関して客へ安

全についての情報を与えたことを認 めたうえで，

ビンディングの機能の摩擦防止装置の性能につい

て争点となった．開発当時の技術では事故は妨げ

なかったとする，いわゆる開発危険の抗弁が認め

られる結果となった．現在で は摩擦防止機能が正

常に機能するよう実際に客にスキーとスキー靴を

装着させて，トウプレートとスキー靴とのすき閧

の確認 に0．5　mm のカードを挿入し， 客 に確認さ

せるようにん ている．（図7 ）

5 。事故現場におけるビンディングの記録

アメリカのスキー場において，事故が発生した

（靴の下に0．5　mm のカードを挿入し客に見せる）

図7　 摩擦防止機能確認の作業

場合には，傷害を負ったスキーヤーの救急処置を

行うスキーパトロールは，負傷した スキーヤーの

ビンディングの解放値を現場でチェ ックし，事故

報告書に記 入するシステムが整え ら れて きてい

る18）．これは，事故現場で即時 に行われるもので，

事故の状況や目撃者の証言をはじめビンディング

が解放されたか否か，解放値の数値（左，右，ト

ウ・ヒール） まで記入されるようになってい 名．

事故直後に解放値を確認されることから重要な証

拠となる訳である．場合によっては事故の責任が

スキーヤー個人によるものか，誤ったビンディン

グの設定によるものかめ判断の証拠ともなる．

転倒事故に限らず， スキーヤー同士の衝突事故

の場合であっても，ビンディングが正常に解放さ

れないことにより膝等の傷害が発生 した場合には，

衝突した相手スキーヤーだけの責任ではなく，ビ

ンディングを調整した者の責任が問 われ得ること

が考えられる9 ，　　　 卜

負傷したスキーヤーのビンディング解放値の記

録を取ることは，事故直後でなければ信頼性に問

題があり可能な限り事故現場で確認するごとが重

要である．このような事故報告書に解放値の値を

公正に詳しく記入するシステムをわが国のスキー

場においても今後導入することが必要であると思

われる．

6．同 意 書

同意書に関しては，PL 法施行後の ’95／’96シー

ズンより，スキー販売時点に消費者の署名を求め

ている「ワークショップチケット」での同意事項

について，法的な根拠がなく民法90条の公序良俗

に反するものではないかとの論議を呼んでいるレ

アメリカおよびカナダにおいては，訴訟トラブ

ルを避けるためスポーツをするに際して，「この

スポーツをするに当たり，事故についての損害賠

償を一切請求しない」という旨のwaivers 　（権利

放棄の証書）やreleases（同意書）を参加者に書
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かせて，スポーツ事故から起こるト ラブルを回避

することを目的に利用するケースが多くみられる．

法的責任を追求されることを抑止する手段とし

て，同意書を利用することが増えてきたことは危

険の引受（Assumption　of　risk ） の法理の適用

範囲が狭くなったこと，あるいは危険の引受 の法

理を廃止して加害者の過失の度合いに応じて各自

の不法行為責任を相対的に認定するという「比較

過失の法理」 を適用する州 や裁判所 が増え たこ

ど による．事前に当時者にその活動が本質的危

険をはらんでおり，けがをすることも有り得るこ

と，法的責任は免除されることを了 解させ，成文

契約書に署名させる形をとり，権利放棄を立証さ

せる必要があるために同意書が利用される．同意

書の有効性はこれまで法廷において繰り返し却下

されてきたo が， 免責同 意書を提出す ることに

よって，損害賠償責任を否定された事例および認

められた事例もある气　ロバート・ケネディ8）は

最近のカナダのブリティッシュ・コロ ンビア州の

判例において， 法的機関によって規定された条項

に従って正確に作成された同意書は過失に基づく

クレームに対して，劇的かつ迅速な抗弁となりう

ることが証明されているとして，つぎのような判

例を示して報告している．

ノールズ対ウィスラーマウンテンスキー場事件

判決（1991年判決）の例

レンタルスキーを履いた初心者の女性が滑走中

転倒し負傷した事故で，彼女はビンディングが解

放されなかったために起こったとして，そのビン

ディングの設計，製造，取り付け，管理，調整に

欠陥があったと訴えた．事故後のスキー場側独自

の点検では，ビンディングはメーカーが提示した

パラメータの範囲内で十分に機能した． しかし，

原告は機械工学の専門家の見解として， メーカー

のパラメータに関しては， レンタルスキー部門の

運営者によって任されている部分があると反論．

スキー場側はこの審理で勝訴に強い自信があった
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が，この新たに提出された見解により正式審理を

行えば費用がかさみ長期化することが予想された．

そのことを回避するために被告は，レンタルスキー

を貸し出す際原告が署名した同意書に関する略式

審理を要求した．原告は被告の同意書をもとにし

た抗弁に対し，同意書は不合理で公序良俗（pUbl

1C　policy）に反すると主張したが，それについて

裁判所は以下の判決を下した．

原告が同意書に署名した状況は，注意深い者だ

けが読むようなレンタカーや，他の標準的契約同

意書を含んだ書類をせき立てられて作成した状況

とは大きく異なっており，その状況下で脅迫や強

制，または経済的，心理的必要性からや，契約書

の内容を理解できないことから生ずる不利な点が

あったかどうかを立証する証拠はどこにもない．

このことは消費者の契約書の正当性が問われたと

き，一般に引用される点であるとして，裁判所は，

同意書はレンタルスキー貸し出しに関する過失責

任から被告は免除するものであると結論を下した．

審理は，一日足らずで終え，証人からの口頭陳述

もなく，スキービンディングに関する専門家に払

う経費を節約できた．原告の訴えは退けられ，被

告に訴訟費用が求められた．

このような同意書が活用され，効果があった最

近のスキーヤーが負傷した事故の判例として，こ

の他にスキーレースに参加する際の同意書，シー

ズンを通してのリフト券を申し込む際の同意書に

よる判例3 例を紹介し，同意書の有効性について

述べている．

また，ロバート・ケネディは，その報告書の中

で同意書は来るべき日に被告が契約上の責任免除

の抗弁をするために利用できる証拠を生み出す包

括的目標をもって企画されなければならないとし

て，効果的な同意書活用プログラムの条件として，

つぎのような条件を示している．

①可能な限り前もって同意書に署名するための

条件を提示し，強制的に署名されたと主張される
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ことを避ける ②同意書 の構成， 内容 に最大限 の

注意をはらい，法的性質を明瞭な言葉で述べ同意

書 の見出しは目立つようにする ③スキ ーには本

質的危険が伴う旨の説明文を含める ④同意書 を

受け取 った者から書類を受け取ったときは， とっ

さでうかつに書類の最後の行に即座に署名してし

まった，という主張に対抗するため，同意書の氏

名，住所，電話番号，年齢等を見出しの近くに記

入するスペースを設ける．免責するという条項の

欄の隣には同意書のイニシャルを記入させるのが

望ましい． ⑤同意書は証人の前で署名させ，証人

は将来法廷で証拠を提出する可能性を考慮して責

任感のある大人が望 ましい ⑥同意書の最後のペー

ジしか見なかったという主張をさせないために，

同意書はできるだけ1 ページにするのが望ましい．

もし同意書が複数のページにまたがる場合は，お

のおののページに同意書の署名と証人の署名を求

める必要がある．これらの事項を含 め14項目の留

意点を紹介している．

わが国 においては，免責同意書を書く機会，習

慣がほとんどなかったことからか，記入に当たっ

ては抵抗感や疑問を持つ消費者もいる．とくに製

品自体，あ るいは取り付け・調整に欠陥があった

場合においても事故の責任は， スキーヤーが負う

ものと誤解する消費者 もいる点については，同意

書 の表現を改善する必要があるだろう． また， ビ

ンディングが装着されていない，あるいはセッティ

ングがなされていない時点で， 係員が客に同意書

の記入を求 めたりする場面を見受けるととがある

が，これはまったく意味のないことであり，販売

業者等の指導を徹底する必要 がある．販売時にス

キーヤーに対して十分に説明を行 い，あらゆる転

倒でビンディングが解放するとは限らないという

ビ ンディングの性能の限界やスキーの本質的危険

を告知す ることは， スキーヤーに対する教育の場

面として有意義でもある．

わが国 におけるPL 法の解釈 は今後 の判例によ

り示されることを待つこととなるが，裁判制度等

が異なるものの，アメリカ，カナダにおいては正

しい手続きを踏み，作成された同意書は法的にも

効果的であるとの判断がなされていることは注目

される．ビンディングの解放値に関する記録と同

意書の活用は，メーカーおよび販売店等組織全体

のリスクマネジメント・プログラムを検討し考慮

していくことが必要である．

7 ．ま と め　　　　　　　　　　　 ‥

1995 年7 月1 囗より， わが国において製造物責

任（PL ）法が施行された． この法律 は， 製品 の

欠陥が原因で傷害等が発生した場合，被害者の救

済，および国民経済の健全な発展に寄与すること

を目的として制定されたものであるレ

スキーヤーの滑走中に発生する事 故は， スキー

スポーツの本質的危険とも関わり， 不可避的な面

があり本人の過失が関わる割合が大 きくなること

が考えられる．しかし，用具の欠陥 が関係する事

故に関して は，製造物責任の問題として把握でき

る． スキーヤーの事故に関してはスキー，ビンディ

ングをはじぬスキー靴， スキ ーウェア， サ ング

ラス， アクセサリー， リフト，防水 スプレイなど

PL 法と関わる可能性がある事例が多く含まれる．

メーカーとして はスキー用， あるいはスキー用

途以外に製造された用具のスキー活 動時の利用も

含めt ，極力安全な用具の提供に努 める必要 があ

る．そのために使用環境や使用方法等を想定した

リスクの洗い出しを検討することが必要であるレ

たとえば， スキーウェアのフードは滑走時の着用

に関し，警告表示やデザインの改善 が検討される

べきであろ う．製品販売時に消費者スキーヤーに

対し，安全 に関する十分な情報提供や説明表示が

なされない場合，注意・警告土の欠 陥を問われる

ことも考え られ，製造 メーカーだけではなく，販

売店やレンタル店等においても直接影響を受ける

問題となる．
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ビンディングに関しては，とくに取り付け・調

整の作業がPL 法にいう「加工」に該当すると考

えられることから，　ISO で示されたS －B－B シス

テムの規格どおりに行うことがスキーヤーへの安

全な用具を提供することにつながる．作業確認書

としての「ワークショップチケット」は，調整等

の精度を高めると同時に正確に調整作業を行った

ことを示す証拠となる記録であり，スキーヤーか

らの事故の責任に関する訴えに対して責任を回避

するために有効である．さらに，ビンディングの

性能の限界，スキーの本質的危険を告知すること

は，スキーヤーに対するスキースポーツの危険を

教える場面でもあり，メーカーの責任範囲を示す

とともにスキーヤーへの教育機会としての重要性

もある．

同意書に関しては，決して訴訟の危険から販売

店等を保証するものではないが，アメリカ，カナ

ダにおいては正しい手続きを踏み，作成された同

意書は法的にも効果があるとの判断がなされてい

る．法制度が異なるとはいえ，わが国においても

事故の訴訟に備えて記録の保存と正当な手続きに

よる同意書の活用について検討する必要があり，

メーカーおよび販売店等の組織の全体的リスクマ

ネジメントのプログラムを検討する際に考慮すべ

きである．
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